
平成24年

 

 

１ 決算規模 

平成24年度は引き続き県税収

革大綱」に基づく財政健全化努

基本方針」に掲げた４つの戦略

  加えて、東日本大震災からの

に対応した震災関連経費が減と

歳入   7,328億7,97

歳出   7,093億5,45

と、前年度に比べて歳入で▲6.

7,760万1千円）の減となった。

 なお、決算統計における東日

災事業」に係る決算額は、歳入

歳出で612億5,777万8千円（前

▲30.9％（▲285億8,576万5千円

た。 

 

〔歳入・歳出決算額の推移〕      
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年度普通会計決算状況について 

収入等の歳入環境が厳しい中において、「青

努力を継続するとともに、「平成24年度「選

略キーワードに基づく施策の重点化に努めた

の復旧・復興の着実な進展に伴い、平成 23

なったことから、平成 24 年度の普通会計

75万4千円（前年度 7,862億3,224万6千円

54万4千円（前年度 7,645億3,214万5千円

8％（▲533億5,249万2千円）、歳出で▲7

 

本大震災に係る「復旧・復興事業」及び

入で638億6,597万4千円（前年度 924億5,1

前年度 850億6,615万5千円）と、前年度に

円）、歳出で▲28.0％（▲238億837万7千円

                         

H17 H18 H19 H20 H21 H22

,482 7,283 7,096 7,069 7,455 7,430

,389 7,186 7,007 6,979 7,370 7,273

2 5 . 9 . 5 

財 政 課 

青森県行財政改

選択と集中」の

たところである。 

3 年度に集中的

計の決算額は、 

） 

） 

7.2％（▲551億

「緊急防災・減

73万9千円）、

に比べて歳入で 

円）の減となっ

 （単位：億円） 

 

H23 H24

7,862 7,329

7,645 7,094



- 2 - 

歳入、歳出ごとの主な増減要因は次のとおりである。 

 

歳入において、地方税は、固定資産税が▲53.7％（▲5.4億円）の減となったものの、

個人住民税が年少扶養控除の廃止等により4.2％（12.5億円）の増、法人事業税が8.6％

（11.7億円）の増、核燃料物質等取扱税が9.8％（14.3億円）の増となったことから、

地方税全体では3.6％（47.0億円）の増。 

地方特例交付金は、児童手当及び子ども手当特例交付金の廃止により▲73.0％の減。 

地方交付税は、普通交付税が1.0％の増となったものの、特別交付税が東日本大震災

からの復旧・復興事業等の財政需要が前年度に比べて減少したこと等により▲74.2％の

大幅減となり、地方交付税全体では▲4.6％の減。（臨時財政対策債は▲2.9％の減、両

者の合計では▲4.3％の減） 

国庫支出金は、前年度の復旧・復興事業に係る国庫補助金等が多額であったこと等に

より▲10.6％の減となり、繰入金は、国の経済対策等により積立てた基金からの繰入の

減等により▲46.1％の減。 

地方債は、臨時財政対策債の減のほか、小規模企業者等設備導入資金特別会計におけ

る中小企業高度化資金貸付金の減等により▲3.8％の減。 

以上により、歳入全体では▲6.8％の減となったものである。 

 
〔地方交付税総額の推移〕※臨時財政対策債は発行可能額ベース。              （単位：億円、％） 

 
歳出においては、義務的経費は、公債費が臨時財政対策債に係る元利償還金の増等に

より3.2％の増となったものの、人件費が定員適正化の着実な実施による職員数の減の

ほか、給与改定の影響等により▲3.6％の減、扶助費が障害児施設措置費・給付費の減

等により▲7.2％の減となったことから、義務的経費全体では▲1.3％の減。 

投資的経費は、国補正関連事業の減等により普通建設事業費が▲5.4％の減（補助事

業費は▲2.3％、単独事業費は並行在来線鉄道資産の取得及び設備整備の減等により 

▲12.7％の減）となったものの、災害復旧事業費が東日本大震災からの復旧・復興事業

等により123.9％の大幅増となったことから、投資的経費全体では1.8％の増。 

その他の経費は、積立金が東日本大震災復興推進基金積立金の減等により▲56.7％の

減、貸付金が全国信用協同組合連合会貸付金の減等により▲31.2％の減、補助費等が東

日本大震災復興交付金の減等により▲3.4％の減となり、その他の経費全体では   

▲18.7％の減。 

以上により、歳出全体では▲7.2％の減となったものである。 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

臨時財政対策債 223 202 246 497 629 488 474

地方交付税 2,312 2,254 2,227 2,096 2,203 2,503 2,389

合計 2,535 2,456 2,473 2,593 2,832 2,991 2,863

増減率 △ 2.8 △ 3.1 0.7 4.8 9.2 5.6 △ 4.3
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２ 決算収支の状況 

 

 (1) 実質収支 

平成24年度における歳入歳出差引額（形式収支）は、235億2,521万円の黒字。この

形式収支から翌年度に繰り越すべき財源211億1,979万8千円を控除した実質収支は、

24億541万2千円の黒字。 

 
〔実質収支決算額の推移〕                               （単位：百万円） 

 

 

 (2) 単年度収支及び実質単年度収支 

平成24年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、2億88万1

千円の赤字。 

平成24年度における実質的な黒字要因である財政調整基金への積立額1,473万2千円、

実質的な赤字要因である財政調整基金取崩額3億9,062万7千円を調整した後の実質単

年度収支は、5億7,677万6千円の赤字。 

 
〔単年度収支及び実質単年度収支決算額の推移〕                      （単位：百万円） 

  

H19 H20 H21 H22 H23 H24

実質収支 2,057 2,414 1,526 2,958 2,606 2,405

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500

H19 H20 H21 H22 H23 H24

単年度収支 273 357 △ 887 1,431 △ 351 △ 201

実質単年度収支 △ 1,028 △ 911 △ 1,855 3,899 △ 2,085 △ 577

△ 3,000

△ 2,000

△ 1,000

0
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 (参考) 
〔基金残高の推移〕                                    （単位：百万円） 

 
※地域振興基金のうち地域活性化・公共投資臨時交付金分や県債管理基金のうち満期一括償還の

ための積立て分など特定目的のための積立て分を除く。 

 

  

H19 H20 H21 H22 H23 H24

財政調整基金 7,061 6,462 6,538 7,390 6,916 7,567

県債管理基金 24,292 16,800 16,728 15,549 15,582 14,840

公共施設等整備基金 5,976 4,019 2,539 2,046 2,050 2,056

地域振興基金 7,251 4,305 2,826 2,334 2,339 2,346

合計 44,580 31,586 28,631 27,319 26,887 26,809

増減 △ 16,921 △ 12,994 △ 2,955 △ 1,312 △ 432 △ 78

0

20,000
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３ 財政指標等の状況 

 (1) 経常収支比率 

地方公共団体の財政構造の弾力性を測る指標である経常収支比率は、95.8％と平成

23年度の96.2％から0.4ポイント改善した。 

これは、分子となる「経常経費充当一般財源等」では、定員適正化の着実な実施、

給与改定等により人件費は減となったものの、公債費、補助費等が増となったこと等

により0.4％の増となったのに対し、分母となる「経常一般財源等総額」では、個人

住民税の年少扶養控除の廃止等により地方税が増となったほか、普通交付税が増とな

ったこと等により、0.9％の増と改善したことによるものである。 

 
〔経常収支比率の推移〕                                    （単位：％） 

 

※ 表中の順位は、高い方からの全国順位である。 

 

(2) 健全化判断比率及び資金不足比率 

① 実質赤字比率 

実質赤字比率は、一般会計等（一般会計と普通会計に属する特別会計）における

実質赤字額（実質収支における赤字額）の標準財政規模に対する比率である。 

平成24年度の実質収支は黒字であり、平成23年度に引き続き実質赤字はない。 

 

② 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は、一般会計等に病院事業会計、工業用水道事業会計、下水道

事業特別会計、港湾整備事業特別会計及び駐車場事業特別会計の赤字額を加えたも

のである。 

いずれの会計についても赤字額はなく、平成23年度に引き続き連結実質赤字はな

い。 

 

③ 資金不足比率 

資金不足額の事業規模に対する割合であり、病院事業会計、工業用水道事業会計、

下水道事業特別会計及び港湾整備事業特別会計が対象となる。 

いずれの会計についても赤字額はなく、平成23年度に引き続き資金不足はない。 

 

 

H19 H20 H21 H22 H23 H24

本県 99.7 99.7 98.1 92.3 96.2 95.8

順位 5位 2位 4位 18位 8位

全国平均 96.7 95.3 95.2 90.9 93.9

90
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④ 実質公債費比率 

３年平均の実質公債費比率は17.1％と平成23年度の18.0％から▲0.9ポイントの

減となった。 

これは、北海道・東北新幹線建設等のために発行した公債費負担が高い水準にあ

るものの、新規発行地方債の抑制や公債費の平準化対策など、行財政改革大綱に基

づく様々な改革努力を徹底したことにより、元利償還金等が減少したことによるも

のである。 

なお、実質公債費比率（３年平均）が18.0％未満となったことから、地方債の発

行について総務大臣の許可は不要となった。 

 

また、単年度の実質公債費比率は平成 23 年度の 17.2％から平成 24 年度におい

ては 16.6％と▲0.6 ポイントの減となった。 

これは、分母（標準的な一般財源収入）が増になるとともに、分子が地方債の元

利償還金の減少等により減となったことによるものである。 

 
〔実質公債費比率の推移〕                              （単位：％） 

※ 表中の順位は、高い方からの全国順位である。 

 

  

H19 H20 H21 H22 H23 H24

本県（３年平均） 15.8 16.6 17.8 18.1 18.0 17.1

本県（単年度） 16.7 17.5 19.2 17.8 17.2 16.6

順位（３年平均） 15位 9位 5位 6位 7位

全国平均（３年平均） 13.5 12.8 13.0 13.5 13.9 

12.0 

13.0 

14.0 

15.0 

16.0 

17.0 

18.0 
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20.0 
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⑤ 将来負担比率 

平成24年度の本県の将来負担比率は182.1％と平成23年度の195.0％から▲12.9ポ

イントの減となり将来負担が軽減。 

これは、分母（標準的な一般財源収入）が増になるとともに、分子（公債費、退

職手当等将来的に県が負担する額の合計額）が減となったことによるものである。 

 

〔将来負担比率の推移〕                               （単位：％） 

 

※ 表中の順位は、高い方からの全国順位である。 
 

【健全化判断比率の推移】                                   （単位：％） 

 H23 H24 増減 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 － － － 3.75 5.0 

連結実質赤字比率 － － － 8.75 15.0 

実質公債費比率 18.0 17.1  △0.9 25.0 35.0 

将来負担比率 195.0 182.1 △12.9 400.0 － 

 
【資金不足比率の推移】                            （単位：％） 

 H23 H24 増減 経営健全化基準

工業用水道事業会計 － － － 

20.0 

病院事業会計 － － － 

下水道事業特別会計 － － － 

港湾整備事業特別会計 － － － 

 

 

  

H19 H20 H21 H22 H23 H24

本県 236.1 233.4 228.2 204.3 195.0 182.1

順位 25位 27位 29位 31位 32位

全国平均 222.3 219.3 229.2 220.8 217.5

180
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240
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 (3) 地方債残高の状況 

臨時財政対策債の残高は増加しているものの、その他の県債の残高は新規発行の

抑制に努めたことから減少。この結果、地方債残高総額は平成23年度に引き続き減

少。 

 

〔地方債残高の推移【普通会計ベース】〕                           （単位：億円） 

 

 

   【一般会計ベース】                              （単位：億円） 

臨時財政対策債 1,566 1,740 2,152 2,677 3,052 3,386 

臨時財政対策債以外 11,197 11,058 10,827 10,382 9,930 9,485 

地方債残高総額 12,763 12,798 12,979 13,059 12,982 12,871 

 

H19 H20 H21 H22 H23 H24

臨時財政対策債 1,566 1,740 2,152 2,677 3,052 3,386

臨時財政対策債以外 11,347 11,217 10,998 10,622 10,206 9,746

地方債残高総額 12,913 12,957 13,150 13,299 13,258 13,132

0

5,000

10,000



平成22年度～平成24年度　普通会計決算の推移
(単位:千円)

　区　　　　分 平 成 22 年 度 平 成 23 年 度 平 成 24 年 度

歳　　入　　総　　額 Ａ 743,009,601 786,232,246 732,879,754

歳　　出　　総　　額 Ｂ 727,316,129 764,532,145 709,354,544

歳入歳出差引額（Ａ－Ｂ） Ｃ 15,693,472 21,700,101 23,525,210

翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ 12,735,736 19,093,808 21,119,798

実　質　収　支（Ｃ－Ｄ） Ｅ 2,957,736 2,606,293 2,405,412

単 　年 　度 　収 　支 Ｆ 1,431,361 △ 351,443 △ 200,881

積　　　　立　　　　金 Ｇ 1,818,472 17,070 14,732

繰   上   償   還   金 Ｈ 2,245,511 0 0

積 立 金 取 崩 し 額 Ｉ 1,595,881 1,750,130 390,627

実質単年度収支(F+G+H-I) Ｊ 3,899,463 △ 2,084,503 △ 576,776

標　準　税　収　入　額 Ｋ 114,721,022 122,104,933 125,352,428

参 普　通　交　付　税　額 Ｌ 216,364,529 219,477,421 221,728,988

臨時財政対策債発行可能額 M 62,942,796 48,811,885 47,387,926

考 標準財政規模（Ｋ+Ｌ+M） N 394,028,347 390,394,239 394,469,342考 標準財政規模（Ｋ Ｌ M） N 394,028,347 390,394,239 394,469,342

0.75 0.67 0.61

※

実質収支比率（Ｅ／Ｎ×１００(％)）

　標準財政規模に臨時財政対
策債発行可能額を加えること
となったことから、正確な実
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（歳入）   （単位：千円、％）

平  成  24  年  度 平  成  23  年  度 増　　減

  決 算 額 　A 構成比 前年度比   決 算 額 　B 構成比 A-B

１地方税 135,906,352 18.5 3.6 131,208,832 16.7 4,697,520
２地方譲与税 19,462,804 2.7 2.2 19,052,830 2.4 409,974
４地方特例交付金等 316,997 0.0 ▲ 73.0 1,172,605 0.2 ▲ 855,608
５地方交付税 238,891,529 32.6 ▲ 4.6 250,279,966 31.8 ▲ 11,388,437
６交通安全対策特別交付金 453,017 0.1 ▲ 2.6 465,154 0.1 ▲ 12,137
７分担金及び負担金 5,958,945 0.8 19.9 4,969,249 0.6 989,696
８使用料 7,637,605 1.0 3.2 7,397,610 1.0 239,995
９手数料 2,413,731 0.3 ▲ 0.6 2,428,382 0.3 ▲ 14,651
10国庫支出金 123,761,673 16.9 ▲ 10.6 138,497,112 17.6 ▲ 14,735,439
12財産収入 2,552,432 0.4 70.0 1,501,815 0.2 1,050,617
13寄附金 41,477 0.0 ▲ 86.0 297,168 0.0 ▲ 255,691
14繰入金 18,266,888 2.5 ▲ 46.1 33,913,421 4.3 ▲ 15,646,533
15繰越金 20,673,393 2.8 43.2 14,434,243 1.8 6,239,150
16諸収入 61,939,978 8.5 ▲ 24.7 82,248,648 10.5 ▲ 20,308,670
17地方債 94,602,933 12.9 ▲ 3.8 98,365,211 12.5 ▲ 3,762,278

歳　入　合　計 732,879,754 100.0 ▲ 6.8 786,232,246 100.0 ▲ 53,352,492

※参考

臨時財政対策債 47,387,000 ▲ 2.9 48,811,800 ▲ 1,424,800

地方交付税＋臨時財政対策債 286,278,529 ▲ 4.3 299,091,766 ▲ 12,813,237

　（歳出　目的別）   （単位：千円、％）

平  成  24  年  度 平  成  23  年  度 増　　減

  決 算 額 　A 構成比 前年度比   決 算 額 　B 構成比 A-B

一　議会費 1,211,633 0.2 ▲ 3.1 1,250,944 0.2 ▲ 39,311

二　総務費 55,144,406 7.8 ▲ 17.5 66,857,855 8.7 ▲ 11,713,449

三　民生費 98,628,907 13.9 1.4 97,225,208 12.7 1,403,699

四　衛生費 25,849,392 3.6 ▲ 33.6 38,906,217 5.1 ▲ 13,056,825

五　労働費 13,540,643 1.9 ▲ 35.5 21,004,564 2.7 ▲ 7,463,921

六　農林水産業費 56,937,190 8.0 ▲ 11.5 64,313,919 8.4 ▲ 7,376,729

七　商工費 52,390,663 7.4 ▲ 30.5 75,413,097 9.9 ▲ 23,022,434

八　土木費 71,002,239 10.0 ▲ 3.8 73,776,434 9.7 ▲ 2,774,195

九　警察費 30,214,722 4.3 ▲ 2.5 31,001,485 4.1 ▲ 786,763

十一　教育費 144,056,913 20.3 ▲ 3.3 148,978,009 19.5 ▲ 4,921,096

十二　災害復旧費 18,940,808 2.7 123.9 8,460,431 1.1 10,480,377

十三　公債費 126,075,816 17.8 3.2 122,213,924 16.0 3,861,892

十六　利子割交付金 277,430 0.0 ▲ 9.4 306,377 0.0 ▲ 28,947

十七　配当割交付金 136,274 0.0 11.1 122,680 0.0 13,594

十八　株式等譲渡所得割交付金 25,353 0.0 4.9 24,179 0.0 1,174

十九　地方消費税交付金 13,268,490 1.9 ▲ 0.3 13,314,689 1.7 ▲ 46,199

二十　ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金 103,549 0.0 ▲ 3.0 106,806 0.0 ▲ 3,257

二一　特別地方消費税交付金 0 0.0 0.0 0 0.0 0

二二　自動車取得税交付金 1,550,116 0.2 23.5 1,255,327 0.2 294,789

歳　出　合　計 709,354,544 100.0 ▲ 7.2 764,532,145 100.0 ▲ 55,177,601

　（歳出　性質別）   （単位：千円、％）

平  成  24  年  度 平  成  23  年  度 増　　減

  決 算 額 　A 構成比 前年度比   決 算 額 　B 構成比 A-B

一　義務的経費 322,903,392 45.5 ▲ 1.3 327,175,630 42.8 ▲ 4,272,238

　１　人件費 178,005,994 25.1 ▲ 3.6 184,690,111 24.2 ▲ 6,684,117

　  　うち職員給 127,466,639 18.0 ▲ 3.0 131,375,618 17.2 ▲ 3,908,979

　２　扶助費 18,824,920 2.6 ▲ 7.2 20,285,635 2.6 ▲ 1,460,715

　３　公債費 126,072,478 17.8 3.2 122,199,884 16.0 3,872,594

二　投資的経費 153,682,430 21.7 1.8 150,920,361 19.7 2,762,069

　１　普通建設事業費 134,742,033 19.0 ▲ 5.4 142,459,956 18.6 ▲ 7,717,923

　 　①補助事業費 69,005,683 9.7 ▲ 2.3 70,659,567 9.2 ▲ 1,653,884

　 　②単独事業費 50,071,575 7.1 ▲ 12.7 57,370,416 7.5 ▲ 7,298,841

　 　③国直轄事業負担金 14,903,879 2.1 8.4 13,742,931 1.8 1,160,948

　 　④同級他団体事業施行負担金 0 0.0 0.0 0 0.0 0

　 　⑤受託事業費 760,896 0.1 10.7 687,042 0.1 73,854

　２　災害復旧事業費 18,940,397 2.7 123.9 8,460,405 1.1 10,479,992

　 　①補助事業費 11,742,458 1.7 70.7 6,877,898 0.9 4,864,560

　 　②単独事業費 441,640 0.1 ▲ 70.0 1,469,743 0.2 ▲ 1,028,103

　 　③国直轄事業負担金 6,756,299 0.9 5891.5 112,764 0.0 6,643,535

三　その他 232,768,722 32.8 ▲ 18.7 286,436,154 37.5 ▲ 53,667,432

　１　物件費 26,532,152 3.7 ▲ 10.7 29,726,409 3.9 ▲ 3,194,257

　２　維持補修費 13,162,737 1.9 5.1 12,523,569 1.6 639,168

　３　補助費等 122,274,231 17.2 ▲ 3.4 126,605,697 16.6 ▲ 4,331,466

　４  積立金 16,831,870 2.4 ▲ 56.7 38,900,505 5.1 ▲ 22,068,635

　５　投資及び出資金 59,169 0.0 ▲ 94.8 1,133,564 0.2 ▲ 1,074,395

　６　貸付金 51,595,869 7.3 ▲ 31.2 75,044,812 9.8 ▲ 23,448,943

　７　繰出金 2,312,694 0.3 ▲ 7.6 2,501,598 0.2 ▲ 188,904

歳　出　合　計 709,354,544 100.0 ▲ 7.2 764,532,145 100.0 ▲ 55,177,601

平成24年度決算統計 普通会計歳入・歳出の増減比較

区　　　　分

区　　　　分

区　　　　分
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普通会計決算　指標等の前年度比較
〈決算関連指標〉 （単位：％）

24年度 23年度 増減

経常収支比率 95.8 96.2 △ 0.4

〈健全化判断比率〉 いずれの指標も早期健全化基準に該当しない

24年度 23年度 増減 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 － － － 3.75 5.0

連結実質赤字比率 － － － 8.75 15.0

実質公債費比率 17.1 18.0 △ 0.9 25.0 35.0

将来負担比率 182.1 195.0 △ 12.9 400.0 －

〈資金不足比率〉 いずれの会計も経営健全化基準に該当しない

24年度 23年度 増減 経営健全化基準

工業用水道事業会計 － － －

病院事業会計 － － －

下水道事業特別会計 － － －

港湾整備事業特別会計 － － －

経常収支比率

実質赤字比率

20.0

　地方公共団体の財政構造の弾力性を測る指標で、地方税、普通交付税を中心とする毎年
度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）が、人件費・扶助費・公債費などの毎年
度の恒常的な支出（経常的支出）にどの程度充当されているかを示す割合。

一般会計等における実質赤字額の標準財政規模に対する比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

資金不足比率

　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。

　各公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する割合。

　 般会計等における実質赤字額の標準財政規模に対する比率。

　全会計における実質赤字額の標準財政規模に対する比率。

　一般会計等が負担する元利償還金や実質的な元利償還金相当額の標準財政規模に対する
比率。
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（参考）

平成22年度～平成24年度　一般会計決算の推移
(単位:千円)

　区　　　　分 平 成 22 年 度 平 成 23 年 度
平 成 24 年 度

(見込み）

歳　　入　　総　　額 Ａ 735,143,494 781,727,796 732,740,704

歳　　出　　総　　額 Ｂ 723,734,792 765,394,424 714,890,792

歳入歳出差引額（Ａ－Ｂ） Ｃ 11,408,702 16,333,372 17,849,912

翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ 8,890,245 14,279,958 15,838,934

実　質　収　支（Ｃ－Ｄ） Ｅ 2,518,457 2,053,414 2,010,978

単 　年 　度 　収 　支 Ｆ 1,259,940 △ 465,043 △ 42,436

積　　　　立　　　　金 Ｇ 1,818,472 17,070 14,732

繰   上   償   還   金 Ｈ 2,245,511 0 0

積 立 金 取 崩 し 額 Ｉ 1,595,881 1,750,130 390,627

実質単年度収支(F+G+H-I) Ｊ 3,728,042 △ 2,198,103 △ 418,331

（注）
　平成24年度決算の数値は、地方自治法第２３３条の規定に基づき手続中のものである。

（地方自治法（抄））

第233条　会計管理者は、毎会計年度、政令の定めるところにより、決算を調製し、出
納の閉鎖後三箇月以内に、証書類その他政令で定める書類とあわせて、普通地方公共団
体の長に提出しなければならない。

２　普通地方公共団体の長は、決算及び前項の書類を監査委員の審査に付さなければな
らない。
３　普通地方公共団体の長は、前項の規定により監査委員の審査に付した決算を監査委
員の意見を付けて次の通常予算を議する会議までに議会の認定に付さなければならな
い。
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（参考） 

一般会計と普通会計の違いについて 
 

普通会計とは、各地方公共団体間での財政比較や統一的な掌握を目的として、国が定めた地方財政統計

上の統一的会計区分であり、公営事業会計以外の会計を総合してひとつの会計としてまとめたものである。 
よって、一般会計及び特別会計の中で、公営事業会計に係る全部又は一部の収支を経理している

場合においては、これに係る一切の収支は、普通会計から分別して、公営事業会計で経理されたも

のとして取り扱う必要がある。 
また、普通会計に区分される一般会計と特別会計とを単純に加算した際、重複分が生じることか

ら、これを取り除いて普通会計としている。 
 

  

 一般会計   普 通 会 計   

うち農業集落排水 

うち過疎下水（特定環境公共下水道） 

上記以外 

 

 想 定 企 業 会 計  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 特別会計  

公債費特別会計 

医療療育センター特別会計 

証紙特別会計 

管理特別会計 

鉄道施設事業特別会計 

母子寡婦福祉資金特別会計 

小規模企業者等設備導入資金特別会計 

就農支援資金特別会計 

林業・木材産業改善資金特別会計 

沿岸漁業改善資金特別会計 

港湾整備事業特別会計 

下水道事業特別会計 

駐車場事業特別会計 

 

 

公 営 企 業 会 計

（法非適用企業）

  

  

 

 

 

 

 

 企業会計   

 

公 営 企 業 会 計

（法適用企業）

  

  病院事業会計 

工業用水道事業会計  

 

【会計区分の概念図】


